





Opinions of Economic Organizations about University-Industry Cooperation: 










る提言（大学への要求を含むもの）は、2005 年 12 月までに 190 件にのぼる。関西経済同友会、関
西経済連合会、東京商工会議所など、準全国規模の経済団体から出されたものなども含めるとその
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のような科学技術関連の法律等が制定された。すなわち、1995 年 11 月制定の「科学技術基本法」、
それを受けて策定された 1996 年７月の「第１期科学技術基本計画」、1996 年～98 年に開かれた各種


















 経団連は、1999 年と 2000 年の総会決議項目においても、「産業の競争力」や「技術力」の強化の
ために「産官学」の「人的交流」や「緊密な連繋」が必要であると明確に謳っている。経団連のほ


































































相互人的交流の推進については、日経連による前述の 1956 年提言や、同じく日経連による 1957 年





1997 年提言、同友会の 1997 年３月、1999 年 12 月、2003 年４月の各アンケート 5)他）。たとえば、
同友会 1997 年３月のアンケートの人事担当者調査によると、1997 年１月当時にインターンシップ
を「導入している」企業は文系４％・理系 23％であったが、「導入していないが関心がある」とし
た企業は、文系 59％・理系 47％と高かった。一方、2003 年４月の経営者調査では、回答者の約９
割が大学生のインターンシップを受け入れるべきとしており、同人事担当者調査では、「導入してい
る」企業が文系で 25％、理系で 33％といずれも上記の前回調査から増加をみせている。 













て要求し続け、その推進の必要性を主張し続けてきた。1960 年代末や 1970 年代の提言に、現在の
産学連携に関する政策変化につながる意見や、大学の学部教育段階における教育機能を重視する姿
勢を見ることもできた。 
 しかし、とくに研究面の産学連携においては、その要求の頻度および要求内容の特徴が 1980 年代
半ばを境に大きく変化している。提言発表の頻度からみると、研究面の産学連携への要求は 1960






























しい教養教育をめざして─大学教育学会 25 年の歩み─未来への提言』第Ⅱ部第３章－１､東信堂､2004 年､
364-368 頁／「戦後日本産業界の「能力観」と「人材養成」要求─経済団体の高等教育改革提言の歴史的分析─」










４）(財）経済広報センターHP（http://www.kkc.or.jp/company/index.html)、2005 年８月 27 日の掲載事項より。 
５）同友会 1997 年３月のアンケート(a)はそれと同時に出された提言作成にあたって実施されたアンケートであり､
同友会会員宛、会員所属企業宛、会員所属企業の社員宛、それぞれに行われた調査であり、1999 年 12 月のもの
 32
(b)は、(a)実施後約３年の変化を企業の採用行動を中心として見るために実施された調査であり、そのため(a)
とは重複した項目も多かった。2003 年４月のアンケート(c)は、やはり同時期に出された提言作成のために、同
友会会員である経営者と同友会会員企業の人事担当者宛にそれぞれ行ったアンケートとなっている。 
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